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イントラネットによる企業情報システムの再構築

インターネット,イントラネット,エクストラネットと,シームレスな接続による企業情報システムの再構築を行う企業が急速に増えている｡

これに対応して日立製作所は,トータルソリューションを提供していく｡

インターネットは,メール,企業ホームページによる

情報発信から,双方向の情報交換,取り引きなどへと展

開してきている｡企業でも,この技術を用いて企業内情

報システムをどうするのか,企業の活力をどう維持して

いくのかというイントラネットによる企業内情報システ

ムの柑構築に焦点が当てられている｡

当初は,弱いと言われた基幹業務との連携でも,サー

バやメインフレームとの接続が石∫能な製品が多数販売さ

れるようになり,企業にとっても選択の幅が広がり,イ

ントラネットによる企業内情報システムの構築が容易に

行える状況となってきた｡

イントラネットの得意とする情報共有環境の構築とグ

ループウエア環境の統合,さらに基幹系業務システムに

目を向けると,既存システムとの接続から新規システム

の構築まで,幅広い範囲でイントラネットによるシステ

ムの統合が始まっている｡イントラネットを利用して企

業情報システムを成長させることは,企業を存続させて

いくうえで重要課題の一つであると考える｡日立製作所

は,システム構築技術,ハードウェア･ソフトウェア製

品の充実,ソリューションの提供を通して課題にこたえ

ていく考えである｡
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1.はじめに

イントラネットは,企業内情報システムにインターネ

ット技術を取り入れたシステムであり,システム再構築

の手段として大きな期待が寄せられている｡

情報システムの変遷を見ると,メインフレームを中心

とするプロプライユタリの第1世代,PC(Personal

Computer)･CSS(ClientServerSystem)によるオープ

ンの第2世代,そしてインターネット･イントラネット

などネットワークを中心とした第3世代に入ってきてい

ると言える｡

インターネットは,メールやホームページなどによる

情報発信を中心に利用され,さらに双方向の情報交換,

取り引きなどへと発展してきている｡企業でも,この技

術を用いて企業内情報システムをどうするのか,企業の

活力をどう維持していくのかというイントラネットによ

る企業内情報システムの再構築に焦点が当てられてきて

いる｡

ここでは,イントラネットの導入のねらいとメリット,

および構築の進め方について述べる｡

2.イントラネットの導入のねらいとメリット

イントラネットを導入するにあたり,既存システムで

あるホスト集中型,CSS型,およびイントラネットの各シ

ステムを比較してみる｡

ホスト集中型は,ホスト側にアプリケーションプログ

ラムがある集中処理となっており,クライアント側は表

示が中心となる｡この形態では,エンドユーザーから見

ると運用面は楽であるが,すべてがホスト処理のために

自由度に欠ける｡

CSS型は,サーバ,クライアント双方で処理を行う分散

処理の仕組みになっている｡ホスト集中型に比べて柔軟

性や拡張性が高い反面,全体の管理が難しく,必ずしも

トータルコストは安くならないなどの問題も見えてきて

いる｡特に,クライアント側にもアプリケーションプロ

グラムがあるため,システム管理者･エンドユーザーの

クライアントの運用コストの増大を招し､ている｡

イントラネットは,サーバ側のWWWとクライアント

側のWWWブラウザ(以‾F,ブラウザと言う｡)で接続さ

れた仕組みになっている｡基本的には,サーバで処理が

行われ,クライアント側はブラウザだけであり,必要な

アプリケーションプログラムはサーバから入手すること

になる(図1参照)｡
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図1世代によるシステム形態の違い

第l世代,第2世代,第3世代と,各システムの形態は変化して

きており,それに伴って企業内情報システムも成長している｡

イントラネットの特徴を生かしたシステム再構築の導

入のねらいとメリットについて以下に述べる｡

(1)企業内情報システムを低価格かつ迅速に構築

クライアント側でのアプリケーションの開発がないた

め,サーバ中心の開発となり,HTML(HypertextMark-

up Language)による短期間でのシステム開発が可能と

なる｡また,運用コストについてもクライアント側はブ

ラウザだけであり,アプリケーションプログラムが必要

な場合は,サーバからオンデマンドでローディングされ

るため,サーバ側でのアプリケーションプログラムの管

理だけとなる｡

システム導入経雪の抑制という面からは,ブラウザを

用いた統一的なインタフェースで企業内の情報を共有す

るため,アプリケーションごとの習得教育などが大幅に

軽減され,またクライアント側のソフトウェア管用,イ

ンストール費用の削減が図れる｡

(2)シームレスな企業情報システムの構築

企業内のシームレスな関係を実現し,情報の壁がなく

なる｡仕組みとしてはイントラネットにより,既存シス

テムでは不得意であった社内情報の共有環境の構築が可

能となり,基幹業務との連携でも,貴重な資産を有効に

活用できる｡

意思決定の迅速化やビジネスサイクルの高速化では,



イントラネットを利用した企業情報システムの再構築 359

表1 イントラネット構築の例

インターネットを利用しての企業情報システムの構

築も検討の範囲となる｡

社内情報 事務手続き,会社規則,通達,

共有 社内電話帳,顧客情報,

営業情報,技術情報ほか

グループ メール,掲示板,施設予約,
ウエア スケジュール管理,文書管王里,

ワークフローほか

業種

金融 残高照会,口座振替･振り込みほか

製造 在庫管理,出荷状況管理ほか

流通 貨物追跡,受発注処理ほか

公共 地理情報提供,公共料金照会ほか

基幹システム,データウェアハウス,ワークフロー･グ

ループウエアをイントラネットで統合した新企業情報シ

ステムが実現できる(表1参照)｡

(3)インターネットとの結合による新ビジネスの展開

企業内の情報システムと外部をインターネットで結ぶ

ことによって新たな展開が実現できる｡

例えば,表1に示す貨物追跡,残高照会などのような

社内のデータベースを,セキュリティを保持しながら一

部公開して,顧客がインターネットからアクセスできる

ようなシステムの展開や,｢エクストラネット+と呼ばれ

ている外部企業との間での私設情報ネットワークの構築

により,企業活動の効率化を実現する｡

3.企業情報システムの再構築

3.一 枚討項目の概要

イントラネットによるシステムの構築にあたっての主

な検討項目は次のとおりである｡

(1)ネットワークインフラストラクチャー

(a)社内基幹ネットワークで通信プロトコルはTCP/IP

(TransmissionControIProtocol/InternetProtocol)だ

けとするのか,その他のプロトコル〔SPX/IPX(S叩d

PacketExchange/InternetPacketExchange)など〕も

流すのかの検討

(b)ネットワーク綱のルーティングプロトコルは何を

適用するか,フィルタリングはどうするか,アプリケ

ーションの優先制御はどうするかの検討

(C)アドレスは,グローバルアドレスとするか,ロー

カルアドレスとするか,またアドレッシングをどうす

るかの検討

(2)サーバ

(a)DNS(DomainNameSystem)サーバの配置,プ

ライマリDNS,セカンダリDNSをどうするかの方針

の検討

(b)メールサーバ,プロキシサーバ設置の方針検討

(3)セキュリティ

インターネット接続,公衆網からのアクセス,および

社内綱でのセキュリティポリシーの検討

(4)運用･管理

(a)構成,性能,資源,セキュリティ,障害の各項目

での管理項目の検討

(b)ヘルプデスクの開設,課金方式の検討

3.2 イントラネット構築の進め方

イントラネットの構築は,段階を追って進めることが

望ましい｡一般的な構築の進め方について以下に述べる｡

(1)イントラネットの導入

イントラネットによるシステムの構築にあたっては,

インターネットとの接続による社外の最新情報の入手,

メールによる取引先との連絡などが必須である｡インタ

ーネットの接続に伴うイントラネットの導入は次のよう

になる｡

(a)社内網とインターネットの接続に伴ってのファイ

アウォールの構築

(b)インターネット上での標準メール"E-mail”の利

用環境の構築

(c)社内イントラネット利用予定ユーザーへのブラウ

ザの配布

ただし,この段階までに,社内綱は通信プロトコルの

TCP/IPが利用できる環境になっている必要がある｡

(2)社内情報の共有

ホームページの開設を行って社内情報の共有環境を構

築する(表1参照)｡ホームページの開設と簡易な情報共

有でスタートしたいというときのために,日立製作所は

｢イントラネットテンプレート+という無償の型紙も用意

している(カスタマイズなどは有償)｡

また,プロジェクトの管理,情報共有のためのキャビ

ネットの利用として,｢Mediaplaza/インターネットキャ

ビネット&プロジェクト+(この特集の別論文参照)とい

う製品を用意している｡

この段階までには,クライアント1人1台の環境が推

進されていることが望ましい｡

(3)グループウエアのイントラネット適用

(a)既存CSS型グループウエアのイントラネットでの

利用環境への変更,または新規グループウエアの構築

23



360 日立評論 Vol.79No.4(1997-4)

オフィス系
ソリューション

情報共有･発信
G｢0UPmaX

(ワークフロー,帳票処凰

メール文書管理)
CT】ソリューション

(音声.ファクシミリ.

メール連携)
H汀FILEWN2/NT

(イメージデータ取得)

国

業務系 市場コミュニケーション系新社会システム系
ソリューション ソリューション ソリューション

基幹業務連携

(HiRDB,XDM/RD.
0RACL∈7*1

DBアクセス

(TPl/Clientfor

Ja〉a*2,MQシリーズ)
Web560

APPGALLERY

∈nte｢P｢ise

●CTlソリューション
(コールセンタ)

EC(コマース

ソリューション)
モールサーバ.ペイメ

ントサーバ.電子取引

認証サーバ

齢

魯

膠 国ファイアウォール拡張
(Ga]〔tlet*33.2)

イントラネット

題
ブラウザ 屋担

イントラネット管理

暗号

認証

公衆網 磯

電話

⊂コ

く疹

巌社外WWWサーバ
インターネット

VPN

モバイル
端末

ファクシミリ

面魂
図2 イントラネット･インターネットソリューションと主要製品

各系ごとのソリューションによって企業情報システムの再構築が実現する｡

(b)SOHO(SmallOffice,HomeOffice),モバイル

端末などによるアクセスの実現

グループウエアの適用にあたり,高機能,高信頼性で

イントラネット対応のグループウエア製品"Groupmax

V2''を用意している｡

(4)基幹系業務連携

(a)業務系システムのイントラネットでの利用環境の

構築と,インターネットを利用してのVPNによる安全

かつ低価格なアクセス環境の構築

(b)業務系システムの一部機能･データの開放による

企業と顧客の直結

(c)取引企業とインターネット上にセキュリティ機能

を装備した仮想の私設情報ネットワークの構築

イントラネット･インターネットソリューションと主

要製品を図2に示す｡

4.おわりに

ここでは,イントラネットによる企業内情報システム

の再構築について述べた｡イントラネットを利用して企

業内情報システムを再構築し,競争社会で優位に立つこ
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とは,企業を存続させていくうえで最重要課題の一つで

ある｡今後も日立製作所は,システム構築技術,ハード

ウェア･ソフトウェア製品の充実,ソリューションの提

供を通してユーザーのニーズにこたえていく考えである｡
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